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土地所有と環境農業の対抗

、、元
｛木 J 11 博 史

はじめに

最初に本研究の背景について触れておきたい。

韓国では、開発規制と環境保全を目的とし

て、グリーンベルトという用途規制が敷かれて

おり、農地や林地の都市用途への転用を厳しく

制限している 1)。同制度は、 1960年代の急速な都

市化と都市問題の深刻化から70年代はじめに制

定されて後、厳しい運用が行われてきた。特に

区域内の土地は都市的な利用が禁止されて主に

林地や農地として利用されており、環境保全に

寄与する一方で、土地所有者からは土地財産に

損害を与えるという不満が出ていた。実際に、

グリーンベルト内の土地価格を調べてみると、

首都圏ソウル近郊では、グリーンベルトの外側

に比して1/10から1/15という低い水準にあり、

区域内の土地所有者から規制緩和の声が高まっ

た。 1990年代前後の地価高騰期にはとくに規制

反対運動が激化した。これを受けて政府は制度

見直しの作業を開始し、 1992年末には一定の規

制緩和策を打ち出した2)。その内容は、農地の都

市用途への転用規制はそのままにして、水田の

畑への転換のみ認めるという限定的なもので

あった。それまでは田畑転換さえ制限されてお

り、新政策は農業に限定して、規制緩和を進め

るものである。政府の狙いは、この規制緩和に

より、低投入・低収益の稲作栽培から、多投

入・高収益の施設栽培への転換を促進して、単

位面積あたりの高収益を確保することにより、

開発停滞という批判に応えるというものであっ

た。政策転換には、区域を管理する建設部に加

えて、農林水産部からの施設近代化資金という

応援も加わった。政策転換は成功し、 93年以降

に区域内では急速に田畑転換が進み、グラスハ

ウスやビニールハウスという施設農業が急増し

た。例えば、ソウル市南方の果川市ではこの時

期に、都市近郊の市場条件を生かして花丼栽培

が広まり、コッマウル（花の村）と言われるま

でに成長した。高収益農業は、農地の貸し手で

ある不在地主に対しても一定水準以上の地代を

保証するものであり、一応は、開発抑制・低水

準の地価という区域制度への批判に応えた。し

かしながら、急速な田畑転換と、高収益農業の

普及は、同地域の環境への負荷を重くしていっ

l) 拙稿「韓国のグリーンベルトー転用規制と環境保
全の試みー」日本経済政策学会編「政策危機の構

図』勁草書房2000年204-207頁。また、拙稿 Green

Belt in the Republic of Korea 九州大学「経済学研

究』第63巻第 1号1996年29-42頁。
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2) 現在はより大胆な規制緩和策が打ち出されてい

る。現在の大統領は、全国14都市圏グリーンベルト

の内、 7つの小都市のグリーンベルトを全廃、残り
の都市についてもその30％程度を解除する方向で検

討している。そうなればグリーンベルト全体面積の

半分近くで規制が解除されることになる。
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た。多投入・高収益であるために大量の化学肥

料や農薬が投入された。本来ならば環境を保全

すべきグリーンベルトが、その反対に環境に重

い負荷をかけることになった。高収益農業は広

範囲に土壌・水質汚染を深刻化させたが、この

種類の問題が表面化するには時間がかかった叫

それでも最近では、首都圏浄水道の水質問題が

顕在化して、大都市周辺地域の農薬使用を規制

する方策が打ち出されている。もはや、グリー

ンベルトによる用途規制だけでは、環境保全が

難しいという事は明らかであり、他の政策を併

用することによって水質保全が図られているい。

そういう動きのなかから、本稿では、浄水源

保護区域における有機農業を巡る諸問題をとり

あげている。浄水源保護区域はグリーンベルト

3) 環境問題の活動家のA氏によれば、京畿道果川市

は財源が豊富なために、余計に農薬を散布し環境問

題を引き起こしている。住宅地において緑地を形成

する樹木の防虫のために散布される農薬が、近隣住

民の健康被害をひき起こしている。果川（クアチョ

ン）市においてその被害が特にひどく、健康被害の

結果、他都市へ移住する者まで出ている。 IMF緊縮

財政下において、果川市近隣の議旺（ウィワン）

市、河南（ハナム）市、などでは、都市財政緊縮→

農薬散布費縮小、という経過をたどったが、競馬場

を抱え政府庁舎のある果川市は例外的に都市財政が

豊富であるために、農薬費が唯一伸びた。この背景

には、他都市の農薬使用費の減少を、果川市で回復

しようとする、農薬製造業体の激しいロビー活動が

あったと言われている。その結果、財政に占める農

薬散布費は、他都市が減少するなかで、果川市だけ

が異常に増加している。本来ならば不要であるはず

の大量の農薬が、住居地の樹木に散布されており、

アパート地区居住の住民のなかには低層階の人を中

心に、原因不明の健康障害者が続出した。これらの

被害はなかなか顕在化することはなかった。農薬製

造業体は政府の手厚い保護下にあると言われてい

る。農薬製造業体は、肥料製造業体とともに退役軍

人の重要な天下り先となっており、これらのこと

が、農薬や肥料の過剰供給継続の背景にあるとい

う。これらの問題についての詳細な調査は、様々な

事情から極めて難しい。

4) 日本経済政策学会第56回大会（東海大学）におけ
る深川報告「韓国のグリーンベルトー転用規制と環

境保全の試みー」、及び、討論者の横浜市立大学倉

持和雄氏のコメントを整理。

第 67巻第4・ 5号

のなかにあって、更に規制の厳しい指定区域で

ある。韓国の有機農業は80年代より各地の住民

により自主的・散発的に行われてきたが、 90年

代に入り環境問題が注目されるや、政府がこれ

を支援する姿勢を打ち出した。韓国の環境農業

支援の政策は、「親環境農業」という独自の用語

が用いられており、そのなかには、排出ととも

に投入財の規制も謳われているい。「親環境農

業」政策はいまだ緒についたばかりであり、各

研究機関も実態を正確に把握していない。この

方面の研究成果を出しているのは、京畿開発院

の環境問題研究チーム、及び韓国農村経済研究

院の研究チームであり、両者ともに「親環境農

業」に関する調査を行っている 6)。これに対して

報告者は、彼らの研究を参考としつつ、少し異

なる視点からこの問題ヘアプローチしている。

結論からいえば、それは土地所有構造との関

わりであり、「親環境農業」政策の推進には、土

地所有問題の解決が課題と見ている。有機農業

は土壌改善に 3年から 5年という期間を要す

る。その間に、農薬や化学肥料の使用を制限し

て、土壌の性質を徐々に変えていくわけである

が、一時的に収益はかなり低下する。問題はこ

の収益低下に経営が耐えられるかということで

ある。緯国においては統計上に確認されるだけ

でも農地の約40％平均が賃貸借地であり、 1年

毎の契約更新が通例であるため、長期安定的な

営農が難しい。 3年から 5年という土壌改善の

5) 金正縞（韓国農村経済研究院）「転換期の韓国の
農業環境政策」「農業と経済』第64巻，第12号、 1998
年11月、 65頁。
6) 京畿開発研究院「首都圏地域の水環境管理方案二

カンスル研究一八堂浄水源ヲ中心ニシテー』 1996
年。同じく京畿開発研究院「八堂浄水源水質改善方

案ニカンスル研究』 1997年。また、韓国農村経済研
究院 「条件不利地域及ビ環境保全二対スル直接支

払イ制度ノ調査研究 III』1998年。
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期間中に、農業に関心を持たない不在地主が借

り手を変える可能性が出てくる。本研究で調査

対象とした首都圏近郊のダムサイトは、風光明

媚な別荘地として人気があり、都市資本が入り

込んで大規模に土地の買い占めを行っている。

この八堂ダムは、ソウル東方における南漢江と

北漢江の合流地点に位置し、巨大な湖水には、

首都圏約2,000万人の浄水道の約8割が依存する

と言われている。本稿では、先行研究検討の

後、同地域の環境農業に関する実態調査の結果

を示している。

1 浄水源地域の土地所有

1 -1 土地所有と環境農業の対抗

近年の韓国では、一方における都市圏の膨張

と浄水源需要の拡大、他方における開発行為と

浄水源の環境汚染が深刻となっており、これを

受けて浄水源地域の開発規制や環境規制が検討

されている。浄水源地域は既に「浄水源保護区

域」という用途規制が敷かれて、産業立地や土

地の利用については規制の網がかけられてお

り、開発行為と土地利用が規制の対象となって

いる。このうちの開発行為については建築規制

など厳しく監視されているが、土地について

は、その「利用」は規制されても「所有」は規

制の対象から外されている。規制区域における

土地利用は厳しく監視されているが、所有権の

移動や土地の取引はほぼ自由に行われており、

規制区域内であれ、将来の規制緩和乃至は規制

撤廃を見越して盛んに投機的取引が行われてい

る。

こうした取引は地価を上昇させ規制緩和への

圧力を強める。投機的取引は開発が目的ではな

くて、取引による利益獲得を狙うものであるか

ら、利益獲得の見込みさえたてば、明確な利用

目的無しにでも土地の買収が進められる。また

この買収における資本投下は、開発の必要に応

じてではなく、資本の必要に応じて行われる。

通常、資本は高利潤獲得可能な分野へ投下され

るが、土地取引にその見込みがあれば、次々に

資本が投下されて、土地の購入需要が膨らみ地

価が上昇する。さらに、これを担保に資金を調

達し、再度資本投下して土地取引を行うことに

よりスパイラルに地価が上昇する。こうした地

価上昇は、土地の資産価値化と周辺所有者の資

産価値への関心を高めて、規制緩和への圧力を

強める。開発可能地域の地価が上昇し、開発不

可能地域の地価が停滞すれば、開発不可能地域

について規制緩和の声が高まることになる。

規制緩和への期待と連動して、規制区域内の

所有権移動は活発化する。通常は、山地よりも

平地の開発が容易であり、しかもそれら平地の

大部分は農地である。これらは農地として利用

されながら所有権が都市へ移っていくパターン

を描く。開発可能性の高い都市近郊の平坦農地

は、ソウル首都圏近郊で不在地主の所有面積比

率が高い。地域によっては、農地の 8割程度が

都市住民乃至は都市資本の所有に帰している。

それらを一括して、「都市資本」と称すれば、都

市資本は当面、投機的取引による利益獲得に関

心があり、所有に執着し利用への関心は薄い。

農地の場合、そこでいかなる土地利用が行われ

ようとも積極的な関わりは持とうとはしない。

関心があるのは、常に土地処分のフリーハンド

を維持することであり、長期・安定的な土地利

用は重視しない。

よって、農業側がそういう長期・安定的な土

地利用を求めれば、当然に両者の間に、対立が

生まれることになる。これは利用期間や利用の
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安定をめぐるものであるが、ソウル近郊の都市

農業地域では、都市資本と農業側において、ま

さにそういう対立の関係が生じている。所有者

の方では、地価の変動に応じて、常時、土地を

処分できるという態勢を維持しようとする。こ

れに対して、農地の利用者の方は、平野部稲作

地帯であれば、土壌や水路の整備等長期的な投

資を進めつつ、生産性の長期的向上を目指す。

都市近郊の成長作物栽培であれば、ビニールハ

ウスやグラスハウスなど施設投資を進めること

になるが、それらの投資は通常 1年で回収でき

るものではなく数年の償却期間を要する。平野

部稲作地帯であれ、都市近郊地帯であれ、長期

的な展望が無ければなかなか経営は難しく、投

資を差し控えさせるような土地所有要因が、生

産性の向上を妨げる可能性が出てくる。また、

それだけではない。長期安定的経営ということ

は環境対策と重要な関わりを有しており、グ

リーンベルトや浄水源保護といった環境規制の

指定区域では、こういう対立が先鋭化してい

る。浄水源地域では政府側からの政策が始まる

前に、農民側の自主的な運動として、環境農業

推進運動が進められていた。環境農業の技術を

導入し、有機農法の技術に工夫を重ね、新たな

農法の開発を競うことによって運動はかなりの

成果を収めていった。しかしながら運動が拡大

して、対象地域が拡散するに連れて、借地農も

運動に巻き込むこととなり、不在地主による土

地所有との対抗関係も明確になってきている。

例えば、都市近郊における環境負荷の大きい

施設型栽培を、環境農業へと転換する際にも、

長期の経営安定が要求されるが、この場合には

土地の所有が問題となる。とくに浄水源地域は

都市資本の所有地が多く環境農業の推進を阻ん

でいる。環境への負荷の小さい農業を行うため

第 67巻第4・ 5号

には、農薬や化学肥料の投与を抑制して土壌改

善を行う必要があるが、通常農法から有機・自

然農法への転換に際して土壌改良には 3年から

5年を要する。都市近郊の通常農法では、施設

型農業の場合、多投入・多収益栽培が多く、農

薬・肥料の大量投入が土壌汚染を通じて浄水源

の環境に影響を与える。このために、浄水源地

域における環境対策の一環として、ソウル近郊

の八堂地域でも環境農業が推進されているが、

この地域では、都市資本による農地の購入が広

範に行われており、都市資本が不在地主化して

いる。農業経営者のなかには、不在地主から農

地を借りる借地農が多く、地主の理解のないま

までは経営手法変更が難しいことから、環境農

業実践の障害となっている。いつ何時に土地が

引き揚げられるか分らないという状況下で、収

益低下まで覚悟して、有機農法導入に踏み込む

ことはなかなか難しい。本稿では、韓国最大の

浄水源保護区域である八堂地域を対象にして、

このような土地所有と環境農業の対抗関係につ

いて検討している。

1 -2 ソウル首都圏の浄水源地域

韓国では、浄水源の環境を保全するために、浄

水源一体を環境保護区域に指定して、厳しい開発

規制を敷いている。その規制は、汚染物排出施設

の設置禁止などの建築規制や、土地利用の用途規

制などからなる。浄水源保護区域は全国に指定さ

れており、保護区域全面積は117,592. 5haである

が、そのうち農地が21,636.7haを占める。保護区

域を地域別に見ると、ソウル首都圏の八堂浄水源

保護区域が面積で突出している。ソウル市に仁川

市および京畿道を加えたソウル首都圏の保護区域

面積は26,398.4haであり、漢江上流の江原道まで

加えると35,837.0haとなる（表 l)。

-238 -



土地所有と環境農業の対抗

表 1 浄水源保護区域の面積と人口

ー・・・ー・ ーヽ ・

地域 総面積 耕地面積 人口

畑 田 計 総人口 農業人口 総世帯 腸家数

ソウル 645.0 

釜山 9,329.9 244.0 1,064.0 1,308.0 17,165 6,871 4,973 1,991 

大邸 5 414.3 172.4 429.8 602.2 3.252 2 988 924 849 

仁川 420.0 28.0 37.0 65.0 365 121 119 39 

光州 3,116.8 535.8 157.0 692.8 525 202 178 68 

大田 8,083.0 409.0 374.0 783.0 28,592 3 780 7,794 1,030 

京畿道 25,333.4 3,613.2 3,414.8 7,028.0 18,740 9,903 5,846 3,089 

江原道 9,439.1 1,139.1 2 338.5 3,477.6 3,185 2,057 933 603 

忠清北道 12,112.3 787.6 911.8 1,699.4 6,510 2,013 1,930 597 

忠清南道 3,595.2 416.2 938.3 1,354.5 4129 2,383 1 081 624 

全羅北道 5,067.8 185.3 207.9 393.2 1,167 647 353 196 

全羅南道 15,173.7 451.9 886.6 1,338.5 1,741 1,510 579 502 

慶尚北道 9,283.6 472.1 459.2 931.3 1,631 1,311 556 447 

慶尚南道 10,395.6 720.7 1,211.5 1,932.2 4374 3,128 1,315 940 

済州道 182.8 29.0 2.0 31.0 337 34 85 ， 
計 117,592.5 9,204.3 12,432.4 21,636.7 91,713 36,948 26,666 10,984 

出所：韓国農村経済研究院「条件不利地域及ビ環境保全二対スル直接支払イ制度ノ調査研究皿」
「第4章環境農業支援ノタメノ実態調査」 1998年、 113頁。

注1)1996年6月30日基準、環境部調査資料による。
注2)農家戸数は、農業人口を一世帯当り平均員数で除した推定値である。

この保護区域の大きさは、浄水源や用水の供

給規模に関係している。韓国では総人口約4,400

万のうち約2,000万が首都圏に居住しており、巨

大な首都圏人口の浄水道需要に応えるために、

ソウル市東方において浄水源の開発と管理が進

められてきた。首都圏人口が爆発的に増えた70

年代から80年代にかけては、浄水の量的確保が

問題であったが、増加趨勢が一段落した90年代

には、浄水の質的保全が課題となっている。 90

年代には、水源近辺へ都市開発の波が押し寄せ

るに連れて、水源地域の環境への影響が大きく

なった。しばらくの間は浄水道の水質問題とし

て顕在化することはなかったが、 90年代に入り

開発が急速に進んだことから、水源周辺の環境

問題が注目され始めた。そして水質という身近

な問題から地域住民の水源環境保護への関心が

高まり、ソウル首都圏の水源環境保護運動が環

境農業推進運動として進められることになる。

ところで、ソウル首都圏の水源としては、漢

江が最も大きく、ここに首都圏浄水道の約 8割

が依存している叫漢江を上流へさかのぼるとソ

ウル東方江原道の山脈地帯に至る。日本海に面

した江原道の太白山脈から京畿平野に流れ込む

漢江は、首都圏においてソウル市中央部を流れ

る大河となる。この大河は元々、太白山脈を北

方から流れてくる北漢江と、南方から流れてく

る南漢江の 2つの河川からなり、ソウル東方で

これらが合流して巨大な漢江の流れを形成して

いる。この合流地点は八堂地域と呼ばれ、昔か

ら水運交通の要衝で水運施設が設置されていた

が、 70年代初頭の大洪水によりこの施設が破壊

流失し、それを契機にダム建設が進められるこ

ととなった。八堂ダムの建設により広大な農地

7) 最近は朝鮮民主主義人民共和国との境界を流れる
イムジン江開発も話題となっているが、交渉の進展

は伝えられていない。
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表2 首都圏広域上水道事業現況（取水源は八堂ダム）

且付：千寸ナメータ／1日

事業名 施設容量 事業費 事業期間

計 京畿道 ソウル 仁川 億w 年
首都圏 I 1,200 100 747 353 441 1973-79 

首都圏n 1,400 430 970 402 1977-81 

首都圏m 1,330 1,030 300 1,887 1984-88 

首都圏w 1 525 1,175 350 2,384 1989-94 

計 5,455 2,735 1,717 1,003 5,114 

構成比 100.0% 50.1% 31.5% 18.4% 

出所：京畿開発研究院「八堂上水源水質改善方案ニカンスル研究」 1997年、 39頁。
注）原資料の事業期間には重複・空白の期間がある。

表3 八堂ダム及び八堂湖の概要

項目

ダムの高さ
ダムの長さ
平均水深

貯水位

湖水面積

流域面

八堂湖への流入量(A)

首都圏広域上水道用水(8)

下流への放流量(C)

出所：同上

29m 
575m 

邑
芦
36. 5平方ぢ
23, 800平方芥

2,965万5千立方メータ
545万5千立方メータ
2,420万立方メータ

注） A （流入量）ー B （取水量） ＝ C （放流量）

が湖の底に沈み、現在は巨大な湖水と化してい

る。ここからソウル首都圏への取水が行われ

て、京畿道ソウル市一帯に用水を供給してい

る。八堂地域は京畿道を含む首都圏広域浄水道

及び首都圏の発電及び農業用水を供給する重要

な水源である。八堂湖には現在、北漠江と南漠

江から 1日2,965万5千立方メータが流入し、そ

のうち用水として首都圏広域浄水道に 1日545万

5千立方メータが供給され、残りの2,420万立方

メータは下流に放流されている（表2・表3)。

毎日、広域浄水道に供給される545万5千立方

メータのうち、首都圏への供給内訳は、ソウル

市171万7千立方メータ、仁川約100万3千立方

メータ、京畿道273万5千立方メータである 8)。

八堂湖を囲む八堂地域は、ソウルの人口増加

に伴い都市用水の供給地として重要性を増して

いる。ダム建設以後の八堂浄水源は浄水源保護

区域における厳格な規制により比較的正常な状

態を維持してきたが、最近、同保護区域の農地

と山地の開発や、土地利用と建築規制の緩和で

飲食店・旅館等の娯楽施設が大量に入り込み水

質汚染が加速化している叫本来、同地域は、浄

8) 前掲、京畿開発研究院「首都圏地域の水環境管理
方案ニカンスル研究一八堂浄水源ヲ中心ニシテ』

1996年、 11頁。
9) 前掲、京畿開発研究院『八堂浄水源水質改善方案
ニカンスル研究』 1997年、 3頁。
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水源保護区域に加えて、グリーンベルトにも重

複指定されて 2重の開発規制が敷かれており、

厳格な開発規制のために、汚染とは無縁と考え

られていた10)。グリーンベルトの規制は、建築規

制と土地利用の用途規制があり、数年ごとに用

途地域が見直されるのではなく、 70年代の指定

がほぼそのまま継承されてきた。また取り締ま

りや罰則も厳しく規制緩和を訴える声も強かっ

た。こういう規制にさらに、浄水源保護区域の

規制をかぶせるという二重の規制の下に八堂地

域は置かれており、規制が有効である限り環境

問題は起こり得ないはずであった。そして実際

に、 80年代半ばまではその規制も機能したが、

80年代後半に入り、八堂地域では、土地投機

ブームを背景に規制緩和が一部の地域で進めら

れた。さらに90年代にはグリーンベルトの規制

緩和も相当に議論された。その結果、別荘地等

としての開発が徐々に進められることになり、

環境への影響が大きくなっていった。

1 -3 不在地主の農地所有拡大

当時の経緯をたどると、厳格な規制が敷かれ

ていた当初に土地投機ブームが起こり、土地の

買い占めが進む中で、相対的に規制対象地域の

土地価格が低迷した。規制区域境界の内外で土

地価格差が拡大し、それに対する住民の反発か

ら、一部住居地の規制解除が行われた。解除対

象区域は、北漢江と南漢江の合流地点位置して

いる。南北の漠江が交わり、湖水に突き出たと

ころに位置する両水里（ヤンスリ）集落及びそ

の周辺である。規制解除後に、同集落では急速

に開発が進み両水里中心部は現在、 10階建のア

10) 八堂浄水源地域は、 72年に保護区域1号・ 2号に
指定され、同時期にグリーンベルトにも指定され

た。

パートまで建設されて市街地を形成している。

こうした市街地の形成により、規制解除済みの

区域と規制対象区域との間では、土地価格差が

一層拡大した。現在、規制区域外の両水里市街

の地価が、坪単価600万ウォンから700万ウォン

（円換算で60万円から70万円に相当、 10ウォン

＝約 1円。）であるのに対して、隣接する浄水源

保護区域は10万ウォンから20万ウォンにとど

まっている。規制区域内外の土地価格差は最大

では60倍から70倍まで開いてきており、規制区

域内に土地を所有する人たちからはその格差に

ついて不満が出ている。

都市開発の対象になりそうな平坦地のほとん

どは農地である。両水里の場合、約31.5万坪の

農地の内、 30万坪が不在地主所有で1.5万坪 (4

ha) だけが自作地としての所有である。本来の

農地は農業の生産手段であるが、 80年代後半よ

り全般的に資産価値と見なされるようになって

きた。銀行に資金を預けるようにして、資産と

して土地を保有する人々は、資産価値を低迷さ

せる開発規制に強く反発している。特に、規制

解除区域内の境界近くに土地を所有する人々の

多くは、線引き区域内外での格差に直面して、

低い資産価値評価に不公平感を抱いている。市

街地に近い八堂地域の農民も、自己の所有する

土地を、生産手段ではなく資産価値とみてい

る。借地ではなく自己の所有地で農地経営を行

う自作農の場合には、この傾向が比較的強い。

ある環境保護活動家によれば、八堂地域の 9割

の住民は、「もっと農薬を使い、水質が汚染され

て、浄水源保護区域の規制が撤廃されることを

望んでいる」という（筆者の聞き取り調査によ

る）。皮肉な表現である。

資産価値低迷に不満を抱く人々は規制の解除

を求めるが、それがなかなか難しいと知るや、
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都市の資本に所有地を転売する。開発行為は禁

じられているが所有権の移動には規制がないか

らである。そして一旦、都市資本が土地を購入

すると、今度はそれを投機的資産として扱い、

転売を繰り返す。こうして規制区域では、土地

所有権の移動が頻繁に行われて土地の利用は不

安定化している。これらの所有権移動は、将来

の開発規制の緩和乃至は撤廃を見込んで、土地

の買い占め、土地の投機を進めるものである。

特に、当該地域に居住しないソウルの都市民や

都市資本による土地の買い占め・土地投機が横

行している。

八堂地域のダムサイトは風光明媚な別荘地と

して人気があり、週末にはテレビドラマや映画

のロケ隊が、美しい風景を求めてソウルから

やってくる。湖岸には、レストラン・コーヒー

ショップ・ホテルなどが建ち並び＜都市資本が

入り込んで土地の買い占めを行っている。八堂

地域で特に有名なのは豊安（プンアン）財閥グ

ループであり、山林を含めた豊安グループの土

地所有は相当な規模になる。一時は山林と農地

を合わせて約800万坪（約2,600ha)がこの都市

資本の手中に帰した。この他に近年は山林の投

機的売買や、墓地の拡大による環境への影響が

憂慮されている11)。山林は墓地用の土地として投

機的に売買されており、購入価格は坪当たり 1

万5千ウォンから 3万ウォンで、転売価格は4

万ウォンから 5万ウォンである。こういう山林

を含めると、豊安グループの土地所有は相当な

規模になると言われていたが、現在、同グルー

プは破産して政府管理のもとに置かれている。

同財閥グループはまた、兵器製造業体でもあ

り、農薬・肥料産業とともに、社会的影響力を

有していた。このことが関係しているかどうか

は不確かであるが、一連の土地投機や環境汚染

第 67巻第4・ 5号

はなかなか表面化しなかった12)。

都市資本の活動は様々な影響をもたらしてい

るが、とくに八堂ダム周辺の環境保全を担う地

域農業への影響が大きい。都市資本による所有

権の度重なる移動や、地主による土地引き上げ

の可能性などから、農民は借地農業経営に不安

を抱いており、地域農業の環境負荷低減の障害

ともなっている。

このような事態を改善するために、都市資本

の活動を封じ込める施策として、土地（農地）

11) 韓国では埋葬の際、日本のように人体を焼却して
家族全員を同じ墓に埋葬することはしない。焼却せ

ずに、しかも埋葬者が一人出るごとに一つずつ新た

な墳墓をつくっていく。このため毎年、広大な山野

が墳墓地に転換され続けており、墳墓地は山間地の

なかで相当の面積を占めている。裕福な人ほど広い

敷地に大きな墓を構える傾向があり、生前から自分

で墓地の準備をして、景観の良い土地を自分の埋葬

地用に買い取っていく。このため墓地開発可能性の

ある山林は有力な投機の対象となる。景観に優れた

湖周辺の丘陵地ではこういう取引が盛んに行われて

いる。投機的取引であるから取引による利益を得る

見込みがあれば、必要以上の山林伐採や墓地造成も

行われる。墓地造成そのものよりも取引による利益

獲得が第一の目的だからである。景観さえ良けれ

ば、傾斜度の急な危険地域も開発の対象となりう

る。この結果、急傾斜地の山林伐採と用地造成から

降雨時には山崩れの危険性が増している。 98年夏の
豪雨時には、ソウル東方の八堂湖周辺において豪雨

の際に墳墓から流れ出た遺骨約200体が八堂湖へ流
入するという事件が起きた。公園墓地が不法拡張さ

れていたためである。墓地造成のために2万余坪の
山林が不法に伐採され、急傾斜地のために周辺の墳

墓が流失し人骨が湖水へ流れ込んだ。人骨の流入し

た八堂湖からはソウル市民の飲み水が取水されてお

り大きな社会問題となった。

この事件は簡単には収まらなかった。事件が起き

たにも関わらず翌年の99年1月には再度、墓地造成
の作業が開始された。環境運動団体がこれに激しく

反発し、墓地が上水源の水質を悪化させるという危

機感から、八堂上水源の公園墓地新設反対を訴える

集会を開いた。そこに現れた環境運動団体の活動家

たちは、事件を皮肉って喪服姿であり、「謹弔上水

源」というアイロニカルな織を掲げていた。痛烈な

批判である。墳墓の流出による湖水汚染という環境

保護団体の指摘を受けて環境部はようやく重い腰を

あげた。そして同年2月、八堂湖上水源近隣におけ

る共同墓地造成禁止の方針を明らかにした。

12) 2000年夏現在、同グループは破産して政府管理の
もとに置かれている。
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取引の規制措置がとられることになった。 1998

年12月に「土地取引規制」が敷かれて、浄水源

保護区域の土地取引は、申告制から許可制に移

行し、農地についてはその取引は村内の農民に

限定された。このことにより一旦は、村内の農

民しか農地の売買ができないということになっ

たが、実際には様々な抜け道が残されており、

充分な効果をあげるにはいたっていない。農業

経営の不安定性は解消されないままである。

さて、こういう事態を地域農民は傍観してい

たのではない。地域農民の間でも農業経営の安

定化や地域農業の振興を目的に様々な運動が展

開されてきている。特に有機農業推進運動は、

浄水源という地域特性も手伝って、全国的な注

目を集めるに至った。

2 環境農業と政府支援

2-1 環境農業の現況

都市開発で不在地主が増えたことの影響は大

きい。開発が直接的に汚染をもたらしたという

ことよりも、地域農民の環境農業実践に際し

て、不在地主の土地所有が障害になっており、

構造化した不在地主所有は、容易には解決され

ない問題となっている。こういう土地所有のい

わば外部化による農業経営の不安定性は、農業

分野における環境保護の実践に影響を与えてい

る。八堂地域では以前より有機農業実践運動が

進められてきたが、土壌改善に対する不在地主

の理解不足から、有機農業が、ある段階を超え

るとなかなか進展しなくなってきた。有機農業

の土壌改善には 4~ 5年という期間を要する

が、その間に地主による農地転売ないしは借り

手変更の可能性があり、借地農民がなかなか土

壌改善に踏み出せないからである。

この地域の有機農業については若干の説明が

必要であろう。有機農業は通常、食の安全性と

いう視点から消費者の関心を呼ぶが、八堂浄水

源地域では、農薬や化学肥料の過剰投与が、土

壌汚染を通じて水環境に影響を与えることか

ら、浄水道の水質管理と直結して考えられてい

る。都市開発による環境破壊は、都市の資本や

都市住民による直接的な開発行為により引き起

こされたものが中心であるが、農業における環

境破壊は、農業という産業自体が一見、環境と

調和的にみえるだけに、環境汚染源として把握

することがなかなか難しい。それでも、 90年代

の韓国農業は大都市近郊にあって環境への負荷

を大きくしてきた。この背景には農産品需要の

多様化に対応した、都市的農法の導入や都市近

郊農業の発達がある。都市近郊では都市に近い

という恵まれた市場・流通条件を生かして、薩

菜類・花丼類・果樹類など、施設型の高収益栽

培が展開している。これらは高収益・多投入型

の農業であり、平野部農村稲作地帯の低収益・

低投入型農業とは異なって、化学肥料や農薬を

多投することから、周辺地域に環境・水質汚染

が拡がっている。

とくに深刻なのは農薬の過剰使用であるが、

この問題は統計資料による把握がなかなかに困

難であり、特定地域の資料を集めることは難し

い。そこで、政府統計から農薬使用状況を推計

していくと次の通りである。 80年代から90年代

の韓国農業では、畑作園芸農業の分野で農薬使

用量が急増した。農薬の国内出荷量を農地面積

で除することにより、 ha当りの農薬使用量を推

計していくと、 80年以降に水稲のha当り農薬使

用量がほぼ横ばいを続けている中で、畑作園芸

に向けられる農薬の使用量が急増している（表

4)。80年基準で見た場合、水稲のha当り農薬使
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表4 農薬出荷量によるha当り農薬使用量の推定

単位：千h kg 

年次 膳地面積（千ha) 賜薬出荷量（成分量t) ha当り推定使用量(kg)
計 水稲 園芸他 計

1980 2 765 1 233 1 532 16 132 

85 2 592 1 237 1 355 18 247 
86 2,570 1 236 1,334 21 331 
87 2 598 1 262 1 336 23 229 
88 2 529 1 260 1 269 21 967 
89 2485 1 257 1 228 23 280 

90 2409 1.244 1.165 25 082 
91 2332 1 208 1 124 27 476 
92 2260 1.156 1.104 26 718 
93 2 285 1,136 1 149 25 999 
94 2.205 1.103 1.102 26.282 

95 2.197 1.056 1.141 25834 
96 2,142 1,050 1,092 24,641 
97 2.097 1,052 1.045 24 814 
98 2 118 1 059 1 059 22103 

資料：農林部「農林業主要統計」 1999年版より、深川が算出。

用量はピーク時の91年でも1.5倍程度の伸びでし

かないが、園芸等の場合、約 3倍近くまで農薬

使用量が伸びており、これらの過剰使用により

農薬による人的被害など様々な問題が現れてい

る。両水里の有機農業運動本部による89年の農

薬被害調査によれば、農薬使用の多い同地域の

350世帯について、ガンの異常発生が見られた。

また、調査対象の350世帯の内、約60％がなんら

かの農薬被害を受けており、内26人が10日ほど

入院していた。有機農業の運動家のなかには、

近親者が農薬中毒の被害を受けて、それをきっ

かけに関心を持つようになったという人も少な

くない13)。

農薬を大量に投入する畑作園芸は、主に都市近

郊地帯に展開する施設型の栽培であることから、

近隣の浄水源への汚染拡散が憂慮されている。

一方、これらの農薬過剰使用の対極では、全国

13) 両水里での筆者の聞き取り調査による。

水稲用 園芸他用 計 水稲 園芸他
6 430 9,702 5.8 5.2 6.3 

7 069 11.178 7.0 5.7 8.2 
7,045 14,286 8.3 5.7 10.7 
7 999 15.230 8.9 6.3 11.4 
7,042 14 925 8.7 5.6 11.8 
7.257 16.023 9.4 5.8 13.0 

8.429 16 653 10.4 6.8 14.3 
9,254 18 222 11.8 7.7 16.2 
8.305 18 413 11.8 7.2 16.7 
6,000 19,999 11.4 5.3 17.4 
5 512 20770 11.9 5.0 18.8 

4 867 20 967 11.8 4.6 18.4 
5,073 19,568 11.5 4.8 17.9 
6 526 18 288 11.8 6.2 17.5 
6.749 15 354 10.4 6.4 14.5 

各地で、早期から民間の篤農家が中心となって、

農薬や化学肥料を用いない有機・自然農法の実

験・導入の運動を自主的に進めてきている14)。周

辺環境への影響の大きい浄水源保護区域において

もこれらの運動は盛んである。そういう民間の有

機農業について、 1996年に政府が初めての調査を

行った。その政府農林部調査の報告からみると、

1996年現在、全国の環境農業実践農家は6,720戸

（全農家の0.5%）で、耕地面積は7,265ha（全農

耕地の0.4%）。有機・自然農法の他にも微生物

法、アイガモ農法、清浄農法などの多様な形態が

存在する15)。有機農業の種別に各農家を見ていく

と、無農薬・無肥料の有機農業から低農薬農業な

ど様々であり、通常はこれらを全部合わせて有機

14) 前掲、金正縞（韓国農村経済研究院）「転換期の
韓国の農業環境政策」『農業と経済』第64巻第12
号、 1998年11月、 69~72頁。
15) 前掲、韓国農村経済研究院「条件不利地域及ビ環
境保全二対スル直接支払イ制度ノ調査研究 m』
1998年、 86-112頁。
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表5 環境農業実践農家と栽培面積 (1996年）

ー・曹ー 1̂  ‘ ̀  ’ ’̀ ~` ’̀' 
農家数（戸）

有機農業 無農薬 低農薬 低農薬
合計

無農薬・無化学肥料 低化学肥料 無化学肥料 化学肥料構使成用比
実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 実数 構成比

稲作 368 15.6% 520 22.1% 103 4.4% 1,365 57.9% 2,356 100.0% 

裁菜 568 18.8% 440 14.6% 284 9.4% 1 727 57.2% 3 019 100.0% 

果樹 83 9.9% 62 7.4% 138 16.5% 554 66.2% 837 100.0% 

その他 153 30.1% 61 12.0% 32 6.3% 262 51.6% 508 100.0% 

合計 1172 17.4% 1 083 16.1 % 557 8.3% 3,908 58.2% 6,720 100.0% 

面積(ha)

無農薬有・機無農化業学肥料
無農薬 低農薬 低農薬

合計
低化学肥料 無化学肥料 化学肥料使用

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実敬 構成比
稲作 398.3 15.0% 517.8 19.5% 104.0 3.9% 1,634.2 61.6% 2,654.3 100.0% 

薩菜 521.2 17.4% 446.0 14.9% 281.6 9.4% 1,754.0 58.4% 3,002.8 100.0% 
果樹 96.0 9.3% 89.4 8.6% 152.5 14.7% 698.6 67.4% 1,036.5 100.0% 

その他 109.7 19.2% 77.9 13.6% 38.8 6.8% 344.6 60.4% 571.0 100.0% 

合計 1,125.2 15.5% 1,131.1 15.6% 576.9 7.9% 4.431.4 61.0% 7,264.6 100.0% 

資料：韓国農村経済研究院「条件不利地域及ビ環境保全二対スル直接支払イ制度ノ調査研究 皿」
「第4章環境農業支援ノタメノ実態調査」 1998年、 87頁。

農業と呼んでいる（表5)。農家数と面積では、

そのなかでも、低農薬・化学肥料使用という農家

が過半を占める。特に、果樹の場合、無農薬・無

化学肥料というのは困難であり、農薬散布回数を

減らすなどして、環境農業の実践につとめてい

る。こうした環境農業による農産物量は1996年

時点でみると、全国で約10万トン（米1.1万ト

ン、薩菜類7.5万トン、果実類1.3万トン、その

他0.3万トン）で、その80％が流通に回されてお

り、流通は主として生産者組織と消費者組織と

の直接取引によって行われている。このように

環境農業は自主的な民間運動として発展してき

ているが、環境農法の導入に際しては、農家の

所得減少の可能性や流通の未整備など、いまだ

課題も多い。

全般的に見て、幾つかの問題が残されている

なかで、八堂地域の有機農業運動はかなりの成

果をあげてきた。八堂有機農業本部では、 95年

までに有機農法の農家は 5・ 6軒にすぎなかっ

たが、 2000年現在は350件に増えている。土壌改

良には3~ 5年がかかり、支援転換中も含める

と1,200軒になる。有機・自然農法の自主的基準

についても、細かく定めて、消費者の信頼を得

ることに努力している。八堂有機農業推進運動

本部では、ぶどうは年2回・リンゴは 4回まで

の農薬散布が認められており、この散布回数を

規格化して、流通過程における有機農業商品の

信頼性確保と市場拡大につとめている。

こういう運動の成果をみて、政府も支援に乗り

出した。政府は、環境農業育成事業を推進して、

既に民間運動として進められていた都市・農村交

流事業や、篤農家らによる有機・自然農業を政策

事業に吸収してきている（資料1参照）。なかで

も、浄水源保護区域内の有機農業育成事業は、八

堂ダム周辺地域（ソウル市の浄水源）、安東ダム

周辺地域（テーグ市の浄水源）がモデル地区とし

て指定され、環境農業が推進されている16)。さら

に、 1998年には、環境農業育成法が通過して、政

府支援が開始された（資料2参照）。

16) 同上、「条件不利地域及ビ環境保全二対スル直接

支払イ制度ノ調査研究 皿』 83頁。

- 245 -



経済学研究第 67巻第4・ 5号

資料 1 親環境農業政策の内容

1、「中小農家の高品質農産物の生産支援事業」（政府補助事業、 1995年開始）

もともと農業構造改善事業に含まれない中小規模農家の所得安定をねらったもの。有機

農業などのように小規模経営の利点を生かした高品質の農産物の生産を通じて一般農産物

との差別化を誘導し、それによって農業所得の増大を図る。事業対象は、 lha以下の中小

農家が組織を結成し、 lOha以上の有機・自然農業団地を造成する場合に限定。この団地内

の微生物生産施設、予冷施設、冷蔵庫などの共同生産施設、畜舎やハウス等の個別施設に

ついて補助。生産物に対しては、国立農産物検査所の品質認証を得て販売。品質認証制は

1993年に有機・無農薬農産物から導入され、 1996年には低農薬農産物に対しても実施。こ

の政府支援で造成された有機・自然農薬団地は、 1997年現在 3,483haの面積に 3,300戸

が参与。

2、「浄水源保護区域内の有機農業育成事業」（農協と地方自治体の共同事業、 1995年開始）

八堂•安東地域。有機・自然農業実践農家に対して必要施設資金および運営資金支援。

1997年までの実績は、八堂 1,191戸、安東656戸。

3、「環境農業地区造成事業」（政府補助事業、 1998年開始、環境農業実践農家を団地化）

有機・自然農業の実践の他に、農薬や化学肥料の汚染源軽減、農業環境の維持のための

土壌微生物増殖施設、家畜糞尿の堆肥化施設、廃農資材の処理施設などを総合的に助成。

同事業は 1998年開始でモデル事業として 5個所から始まり (1個所当り 20億ウォン） 2004

年までに189個所造成の計画。

4、「環境農業直接支払い制度」 1999年開始

環境規制地域において、有機・低投入農業を実践する農家を対象として、 5年間に一般

農法との所得差額の部分（稲作基準で lha当り 52万4千ウォン）を政府が直接支払う。

農業者は営農期前にこのプログラムに参加することを申請し、政府と栽培契約を結び、収

穫後に土壌検査及び生物的検査を実施した結果、契約の通り有機・低投入農業を行ったと

判明した場合に補助金受給。

金正縞（韓国農村経済研究院）「転換期の韓国の農業環境政策」「農業と経済」第64巻第12号、 1998年11月、 69~70頁。
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資料2 環境農業育成法 (1998年施行）

1. 環境農業とは、農業生産において農薬、肥料、家畜、飼料添加剤などの化学資材の基準

使用量を守り、家畜糞尿の適切な処理を通じて環境を保全し、安全な農産物を生産する農

業を言う（第2条）。

2. 環境農産物について、一般環境農産物、有機農産物、転換期有機農産物、無農薬農産物、

低農薬農産物、の 5種に区分し、環境農産物を生産し、表示しようとする場合には申告さ

せ、またその市販品に対して調査できるようにする（第 16条）。

3. 環境農産物の生産者、生産者団体、流通業者に対して必要な支援を講じる（第 19条）。

4. 環境農産物の購買を促進するために、公共機関の長及び農業関連団体の長に対して、環

境農産物の優先購買を養成できるようにする（第21条）。

金正縞（韓国農村経済研究院）「転換期の韓国の農業環境政策」 「農業と経済」第64巻第12号1998年11月、 71-72頁。

韓国の農政のなかで、環境政策は大別して汚

染負荷の減縮と環境親和的農業の育成に分けら

れている。環境汚染の総合的な政策対応は環境

部の所管であるが、農業環境については農林部

が管掌し、汚染源の縮小対策が講じられてい

る。農政の重点は環境農業の育成にあり、有

機・自然農法の助成のための多様な施策を行っ

ている。 98年の環境農業育成法は、その制度的

な巷礎と位置付けられている17)。農業環境の汚染

軽減における解決すべき課題は、 ①生産投入財

の過多使用（化学肥料、農薬）の問題、②畜産廃

棄物増加（畜産経営の大規模化と家畜糞尿発生

量の急増）の問題、③廃営農資材の増加（廃ビ

ニール、農薬びん、廃農機械）の問題の 3点で

ある18)。この中で、生産投入財の過多使用（化学

肥料、農薬）の問題はかなり重視されている。

17) 前掲、金正縞（韓国農村経済研究院）「転換期の
韓国の農業環境政策」「農業と経済』第64巻第12号、
1998年11月、 65頁。
18) 同上、 66~68頁。

政府支援の内容を具体的に見ていくと、 1ha 

当り52万4千ウォンの有機農法補助があり、ま

たこの他にも、有機農業への補助（生産性支

援）としては、農協原資融資（長期低利 2~5

年5% : 4,000万～6,000万ウォン）、ソウル市利

子補給（通常14％の金利負担を軽減）などがあ

る。財源としては水道料賦課金があり、 1998年

の水質対策法でソウル市民の水道料に上乗せし

て、水源保護のための負担金が課せられること

となった。また、流通網・販売市場開拓につい

てソウル市の支援が始まり、ソウル市内25個所

の区庁のうち10個所で有機農業産品の市場を開

いている。こうして八堂地域の有機農業は近

年、飛躍的な発展を遂げて、全国的にも有機農

業のモデル団地として注目されている。

2-2 農林部の調査

これらの成果について政府支援が功を奏した

ことは否めない。そういう支援には経済的根拠

が求められ、調査により、有機農業の不利性を
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証明しようとしている。それらの調査にも一定

の説得力があり、種々の優遇措置を引き出すこ

とによって、有機農業振興に寄与している。し

かしながら、有機農業の普及が一段落した現在

では、より一層の発展には、別のアプローチが

必要となってきている。

農林部による実態調査は、規制地域と非規制

地域の生産費を比較して、規制地域の条件不利

性を明らかにすることにより、条件不利地域補

助の根拠を見出そうとするものである19)。しかし

ながら、規制地域は環境農業を強制するもので

はないために、規制地域＝環境農業、非規制地

域＝一般農業と単純に区分することはできな

ぃ。規制地域にも環境農業にならんで一般農業

が多く存在している。

このために農林部調査の生産費比較は、環境

規制地域と非規制地域だけではなく、環境農業

と一般農業についても比較検討している。この

結果を示したものが、 l表6～表91である。

米、唐辛子、梨、葡萄について、それぞれ低投

入農業と一般農業の生産費が比較されている。

これらの比較をみると、概して低投入農業は一

般農業に比べて、①単価は高いが、 ②収穫量が

少ないために、③粗収入は一般農業並みかそれ

を下回る、水準にある。葡萄に関しては例外で、

「都市近郊で市場条件に恵まれたため例外」と

但し書きが付けられている20)。次に、純所得を見

ると、例外とされる葡萄を除いて、低投入農業

の方が低い。この理由としては、米では生産費

の高いためであり、唐辛子と梨では、粗収入の

低さが影響している。いずれも一般農業に比べ

19) 前掲、韓国農村経済研究院「条件不利地域及ビ環
境保全二対スル直接支払イ制度ノ調査研究皿』

1998年、 86-112頁。
20) 同上、 107頁。

第 67巻第4・ 5号

て、農薬費や無機質肥料費は低く押えられてい

るが、生産費全体に占める割合がそれほど大き

なものでないために、低投入農業の経費削減に

は寄与していない。

これらの分析は、低投入農業と一般農業を比

較する客観的なデータを提供して、低投入農業

の純所得の低さを示し、環境農業支援の根拠を

提示するという点で、一定の有効性を持つもの

と考えられる。しかしながら、これらの分析に

共通の問題点は、一定時点の生産費分析である

ために、経営の長期安定性という視点が分析範

囲に入ってこないことである。すなわち韓国特

有の土地所有構造による借地経営の不安定性と

いう点が、考察の外に置かれている。特に有機

農業の場合、転換に3~ 5年という期間を要す

ることから、賃貸借関係の長期安定という点

を、経営比較の要素に含めることは重要と考え

られる。土地所有の視点が含められない理由

は、それを含めても土地改革という根本的な作

業がなかなか難しいことが挙げられる。通常、

韓国の賃貸借契約は、口頭契約・ 1年更新であ

り、都市近郊では地主が借り手を次々に代える

という事例が多い。地主の意のままに土地が引

き揚げられるという条件下では、低投入農業支

援というインセンティブを与えても、一向に低

投入農業は普及しないであろう。低投入農業発

展のためには、この土地所有構造に手をつける

ことから始めなければならない。その事は農林

部においても充分に理解している。しかしそれ

が極めて困難であるということも充分すぎるほ

ど認識されており、そのなかで条件不利地域の

支援政策が打ち出されてきている。

既存の分析においては、有機農業の部分だけ

が独立に議論されているようであるが、例え

ば、日本との比較において韓国の有機農業を理
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表6 環境農業の生産費比較（米）

764.1 720.1 
Oa) 315.0 350.0 

710.6 
442.7 

2,430.0 2,060.0 1,605.0 
生産費(B) 359.6 360.5 

—• • --.． 
11.5 11.4 
0.0 6.2 
82.3 73.6 
6.9 12.7 
8.9 8.9 

自家労力費 127.3 158.6 
雇用費＋機械 122.7 89.1 
純所得(A-8) 404.5 359.6 

資料：韓国農村経済研究院、前掲書、 109頁。

表7 環境農業の生産費比較（唐辛子）

廷
業

粗収入(A) 1,272.6 1,739.8 
収穫量(kg/1Oa) 169.9 258.9 
．． 

7,490.0 6,720.0 
783.0 1,075.5 
99.5 89.7 
14.7 39.4 

有機質肥料費 1 1 6.4 72.6 
農薬費 13.7 47.1 
光熱費 61.3 61.3 
自家労力費 440.0 660.4 
雇用費＋機械 37.5 105.0 
純所得(A-B) 489.6 664.3 

資料：韓国農村経済研究院、前掲書、 110頁。

表8 環境農業の生産費比較（梨）

粗収入（

収穫量(kg/10a)
価格(w/kg)

生産
無機質肥

自家労力費

＋讐

糾位：千ウォン／1Oa 
低投入曲業 一般呻業

3,854.0 I 4,228.5 
2,278.5 I 2,857.2 
1,690.0 I 1,480.0 
1,846.1 I 1,889.7 
22.1 I 33.3 
313.8 I 216.2 
87.8 I 265.3 
364.0 I 364.0 
576.3 I 508.8 
487.1 I 502.1 
2,007.8 2,338.8 

資料：韓国農村経済研究院、前掲書、 110頁。
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表9 環境農業の生産費比較（葡萄）

、̀‘,a
 ゜
ー／

ヽ

ノ

B
 

k
 

罰
五
＿
無
一
有
＿
農
＿
光
一
自
一
雇
』

低
3.792.5 

1.712.6 

2,210.0 

1咆
: 

139.5 

8.6 

338.5 

457.5 ． 

228.3 

2!609.4 

皆
3,458.4 

2,193.0 

1,580.0 

1号
113.8 

106.5 

338.5 

844.1 

228.3 

1)86.9 

資料：韓国農村経済研究院、前掲書、 111頁。

解しようとすれば、この土地所有構造の問題は

避けて通ることはできなくなる。有機農法の導

入と普及に関しては、韓国と日本の間におい

て、様々な交流活動が進められているが、土地

所有構造という条件の違いを等閑視して、有機

農法技術の優劣を論じるだけでは、有機農業の

発展は難しいのではないかと思われる。韓国の

場合、独特の土地所有構造の制約下に有機農業

運動が進められているという点に留意しておく

必要があろう。

日本とは異なる韓国独特の土地所有構造、ま

た、低投入農業の発展を左右するであろう賃貸

借•土地所有問題一般については、拙稿におい

て論じている21)。韓国では、平均的に賃貸借比率

が高いが、その比率も、農村平野部から都市部

21) 韓国の土地所有と農業問題一般については、以下
の拙稿に論じている。 ①「韓国の稲作地帯におけ

る農地の賃貸借について」「第13回韓日経済・経営
国際学術大会論文集』韓日経商学会， 61-66頁，
(1998年）、②「韓国における農業構造政策の大転換」
九州大学「経済学研究』第66巻第1号245-263頁
(1999年）、③「韓国の長期賃貸借推進事業について
一賃貸借抑制政策から賃貸借推進政策への転換ー」

「農業経済研究』日本農業経済学会，483-485頁，
(1999年）、④「韓国における農地賃貸借の実態把握」
九州大学「経済学研究』第66巻第4号 (2000年）

に向かうほど高くなっており、その都市近郊に

当該の保護区域は位置している。この賃貸借の

性格は、借地農家の経営安定に不利なものであ

り、政府はこれを安定化させる施策をとっては

いるものの、未だ充分とはいえない。そういう

状況のなかで、有機農法奨励策がとられている

が、実態調査から見る限り、経営不安定な借地

農家のなかには、借地のために有機農法導入が

困難であるというところが少なくない。

3 土地所有と環境農業

3-1 調査地域の土地所有

3~5年という土壌改良の期間中における農

地引き揚げの可能性から、有機農業に踏み切れ

ない農家も多く、土地所有が有機農業普及のひ

とつの障害となっている。土壌改良期間中に

は、生産性が最初は急激に下がり、収穫量も減

る。これらは 4~5年で回復するが、この回復

するまでの期間をどのようにして経済的に支

え、また経営を安定させていくかが問題とな

る。政府農林水産部は、有機農業を資金面で支

援しているが、賃貸借という土地所有問題につ
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いては改革が遅れている。生産費という短期的

問題に加えて、長期地代契約の締結による経営

の安定という課題が残されている。

筆者は1999年から2000年に、八堂湖近くの京

畿道南楊朴l市鳥安面松前里において、約30軒の

農家聞取り調査をおこなった。調査の目的は、

有機農業実施地域における賃貸借の実態を把握

して、有機農業と賃貸借の関係を明らかにする

ことであった。南楊州市鳥安面の概要と不在地

主による土地所有は次の通りである。鳥安面の

全体面積51.03平方キロのうち36.32平方キロ

(71. 2%）が林野、農地は4.6平方キロ (9.0 

％）。開発制限区域指定は41.85平方キロ (82.0 

％）、浄水源保護区域が42.0平方キロ (82.3 

%）、 2.48平方キロ (4.9%）が水辺区域であ

る。水辺区域とは、河岸から300~500m 間の、

河川に沿った帯状の区域であり、流域浄水源保

護のために農業以外の開発行為を禁止してい

る。ここは別名、「ブルーベルト、 BlueBelt」と

も呼ばれ、グリーンベルトと並ぶ厳しい土地用

途規制が敷かれている。所有は、全体農地の約

4割が外地人所有、村によっては 6割が外地人

所有である。この「外地人」とは主に都市居住

者、乃至は企業を指す。

鳥安面のこの間の経過をみると、 70年代初め

までは、土地への投資価値が小さいと見なさ

れ、外地人所有の少ない地域であったが、 70年

代初めのダム建設から浄水源保護区域指定の80

年代までにおいて、美しい景観から、外地人・

企業の土地取得が増加した。 80年代後半以降に

は、櫨政権下の、全国的な不動産投機ブーム

で、個人の土地取得が増加した。

八堂地域両水里周辺における豊安財閥グループ

などの大きな土地所有について、筆者の聞き取り

調査で把握した限りでは次のようなものがある。

豊安グループ、一時約800万坪、現在約500万坪。

東国大学校財団約200万坪。スジョン寺宗教法人

約700万坪。ガールスカウト連盟約100万坪。コミ

研究所（某大学教授所有地）約30万坪。前職高官

の李某氏約30万坪。現代グループ鄭周永会長別荘

地約10万坪（以上は山林を含む）。

この鳥安面において松前里の土地売買は、 88

年以前は、村内の取引がほとんどであったが、

それ以降は外地人による売買が急増した。外地

人の土地について、実際の農地賃貸借の監督

は、村内にある 2軒ほどの不動産業者が行って

いる。不動産業者は、元来当地の住人である

が、自分の意のままに農地の賃貸借を管理する

ケースもあり、自分の親しい人に農地を賃貸

し、また意にそぐわない借地人からは農地を引

き揚げることもある。

このような外地人所有の拡大に対しては、先

に述べたように1998年12月に「土地取引規制」

が敷かれ、浄水源保護区域の土地取引は、申告

制から許可制に移行し、農地についてはその取

引は村内の農民に限定された。都市資本の活動

を封じ込め、土地（農地）取引を規制する措置

であった。このことにより一旦は、村内の農民

しか農地の売買ができないということになった

が、実際には抜け道がある。

筆者の聞き取り調査によれば、企業地主の場

合は、架空融資による担保権設定という手法を

とる。会社側から農民に架空融資を行い担保と

して農地をとる。すなわち企業が農民に資金を

貸したことにして、農地に担保権を設定し、農

地の実質的な占有権を得る。この場合、名義上

の所有は耕作農民だが実質的に、その農地は企

業が支配していることになる。一方、個人地主

の場合は様々だが、例えば不在地主は、農村内

に住民票を移し、そこに住んでいることにし
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て、自耕目的と偽って農地を購入し、知人の農 時間程度の短い時間でも、当該農家の農地の状

民に耕作をさせる。その農民は、不在地主所有 況が把握できるようにした（資料4 「調査個

の家に住むが、その家には外地人（不在地主） 票」）。こうして、 30軒の農家について、 1軒ず

が住んでいることになっている。農民新聞社の つ個別に訪問し、土地所有関係の聞き取り調査

記者B氏によれば、農地を取得して 8年以上耕 を進めた。調査結果は、多くのメモに残されて

作すれば、売却時に非課税となり、農地を取得 いるが、それらの一部を整理したものが、表10

した所有主は、これを農林水産部の農地原簿に 一1から表10-5の5つの個票一覧である。

載せるが、しかし、実際には賃貸して、自家耕 ここでは、論点を明確にするために、農家を幾

作のように偽装している。そういう事例が極め つかのタイプに分けている。分類基準は、一つ

て多いという。では、具体的に、土地所有を巡 は、有機農法導入農家と未導入農家、もう一つは

る農村の実情についてみてみよう。 借地農家と自作地農家であるが、自作地のみから

3-2 農家個票一覧の検討

筆者は、 1999年8月と2000年4月の2回にわ

たり、同じ地域で農家の聞き取り調査を行っ

た。最初は予備調査、 2回目は集落農家の個別

聞き取り調査である22)。ここでは、 2回目の農家

調査から様々なデータを整理して、個票一覧表

を作成し、この整理表の示すものについて検討

していく。

調査に際しては、訪問相手先の農家に調査の

趣旨を説明するために、「説明書」を準備した

（資料3 「趣旨説明書」）。調査は、八堂有機農

業運動本部の協力を得て行った。また、調査個

票は、限られた時間に話が散漫にならないよう

に、質問事項を土地所有関係に絞り込んで、 1

22) 1999年8月の予備調査では、八堂有機農業本部及
び両水里（トウムルリ）農場を訪問し、八堂湖周辺

地域の有機農業について概要説明を聞いた。次い

で、八堂有機農業本部の金ビョンシク政策室長の案

内で、松前里及び鎮中里の農作業現場を回った。聞

き取り相手は、各マウルの里長および複数名の農民

（葡萄・疏菜栽培農家）であった。その後、本調査

までの間に、韓国農村経済研究院及び大学の専門研

究者を訪問し、研究資料収集作業を進めるととも

に、韓国における同分野の研究動向について把握し

た。先行研究のサーベイから、幾つかの論点をピッ

クアップして、本調査では、土地所有と有機農業の

関係に絞り込み、作業を進めることとした。

なる自作地農家は同集落には見当たらない。ほと

んどの自作地所有農家は借地を併せ持つ自借地農

家（自小作農家）であり、借地農家と自借地農家

という分類になる。これで形式的には農家を 4タ

イプに分けることができる。有機農法未採用の、

借地農家と自借地農家、有機農法採用済の借地農

家と自借地農家である。ここでの研究の目的は、

有機農法採用の有無に、借地が影響を与えている

か否かを明らかにすることであるから、借地を持

つ有機農法未採用農家の未採用理由に焦点を絞

り、有機農法既採用農家の分析は別稿を期した

い。さて、農法未採用農家というタイプの農家は

30軒中13軒であり、これをさらに二つに分けて、

自作地を全く持たない純借地農家9軒と、自作地

も併せ持つ自借地農家4軒の2つのタイプについ

てみていく。

3-2-1 有機農法未導入の純借地農家

ここでは前者の自作地ゼロというタイプから

みてみよう。先ず、 6番の農家は借地経営に加

えて、「高齢のため」有機農業ができない。有機

農業は通常農法に比べて、多くの労働力投入を

要すると言われている。除草剤を使わずに手仕

事で除草することもあることから、高齢で、過
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資料3 調査主旨の説明書

せ哨卦甘日叫？

そ叫セ晋甘分午刊斗キ召旦立斗豆甘哨吼オI糾号合

弁甜立吋せ早日約l吾甘旦甘叫俎せ告判甜叫畦せ
上司晉音フl合吋致合日ヰ．王せ辛叫ユ音吾フ｝晉斗仝
号号喝斗哨豆入｝卦淵道号判甜叶三せ甘斗上司合フlせ
0匡烈合叶斗．

晋甘分午剋が1弁フl吾甘斗叫咬°l罪叫礼ス1世叫 201
吋せ°1スl汰工，咽碍叫立里．せ吾フ｝暑笹弓吾甘立豆せ

牲刈ヲlヱス｝卦セ人｝甘°l咀封せス15せ0l国烈合叶叶．ユ

号吐咆世0l 碕号咽王卦e7棧哺晋苦分午刊弁国を
キ叫叶叫刈せ斗牲咽吾甘せス1豆邊吾吾卦ヱ烈合叶叶．
ユ叫叶 0}吋王唸を叫哺晉吐ユ烈叶ユ咽吐咀日叶．

°l 叶叫叫せ硝セ牲召そ甘俎せ吾フ｝号•斗哺豆．A｝畦•

合オlcJl呈叫叶卦ユキ礼甘塔合刈刈吋立豆せ斗卦吋ス｝
刈叫立豆睛召 7桟渇せオl晉を碍召卦:i!., 咽碍叫せ斗
芍晉をそ甘早，牲哨早号叶叫号せ斗彗刈叫9叶叫． 0}

早主呉王A}刊喝岳人1i'f:.人｝叶叫号合甜子Alユ咽王甜

子俎夜音甘早三召叶叶．

吾せ王外セせせ子手喝召オl叶早平ヲ｝7}斗正午斗

号号王A棧和1烈吾号。｝吾叫せ叫三引叶叶

ユ哲 7tlり早早咽せ卦人Pl晉フl刊三せ日叫．
社斗社日ヰ．

詈甘サ午毬弁7l昔甘を吾せ早せ早苓噌サ号

注）八堂浄水源有機農業運動本部と筆者の共同調査。

資料4

芭ヨきJぼ刃↓丑 (gj[HlJ-)2000~ 置草ヲfJぼ｝ヨ笞
a巴弄令団配召月let旱玉丑中拿ヲfJf2flll呈人l

王Afi,1:2000~ 置溢
王AトスI2!: 
王Aば｝：
王人托ff~乃：（勾 g.

調査個票

1.召g琶団 (8fU巴渇ヨ誓交）

1乃丑き（ ）．乃虹XIき（ ）．ガス1き（ ） ］ 
＊ 召召吾鉗（ ）．三匹吾鉗（ ） ］ 

2. フ旧FP笞（邑刀 2旧詑~ JleJ) 

t!!Jtl {!I畜 臼琶 き臼吾人｝aキ
* l!eJ ()  ()  ( 
* （）  (）  （）  （ }  
* ()  ()  ()  ( 
* （）  (）  （）  （ }  
＊ （）  （）  （）  （ 
＊ （）  （）  （）  （｝  
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表10-1 農家個票一覧 京畿道南楊州市鳥安面 松村里 (Songchon-ni)2000年 4月、（農家番号 1~5番の農家）|2541 

農家 同居 年齢 労働 経営農地 有機農 備考（農地の売買など）

番号 家族 農業従 兼業従 日雇 計 自作地 賃借地 賃借地 法採用

事日数 事日数 年間延 所有主 地主と 地主の 地主の 地主の 借地 地代支 地代の の有無

1) 人数 2) 別 の関係 居住地 職業 賃貸理由 経過 払方法 分量 3)

単位 歳 日 日 人 坪 坪 坪 坪 年

1 本人 58 365 0 - 2.700 1 450 1 250 250畑 他人 河南市 軍人 20現物 3割 有 購入：田1000坪 80年、坪2万。

妻 55 365 

゜
1 000田 宗土 ソウル 宗親会 10 相手農民は負債のため農地を

売却してソウルヘ移住したn

2 本人 36 365 0男10 7 000 6 400 600 600田 1他人 村内 公務員 7現物 精米 有 購入：畑200坪 92年坪5万。

妻 30 

゜
〇女90 うち梨園 80kg 相手農民は高齢化で農地を売却

父 72 365 

゜
1 500 

母 64 365 

゜
3 本人 38 365 〇男40 2 500 1 100 1 400 1 400畑 親戚 村内 公務員 労働力 4現金 1 500w 有

妻 33 

゜
〇女350 不足 ／坪

息子 3 

゜゜娘 2 

゜゜
4 本人 45 365 〇男80 3 300 1.800 1 500 1 500畑 河川部地 4) 20 96年まで坪200w 有 購入：畑1500坪、 80年。

妻 45 365 ol女500 97年以昨徴収 河川部地の耕作権

父 72 

゜゜
無し^ 相手は親戚（本家：祖父の兄）

母 64 365 

゜
ソウル移住に伴う売却。

息子 7 

゜゜娘 5 

゜゜
5 本人 49 365 〇男10 5 300 4 300 1,000 1 000畑 河川部地 15 96年まで坪200w 無 購入：畑1000坪（河川部地の耕

妻 47 250 0女70 I作権）、 85年。

母 72 250 

゜
売却：畑600坪 92年坪5万。

息子 18 10 

゜
湘手は村内の農民。負債のため

娘 19 10 

゜

森

菜

柿

圭

冷

渫

6
7

~
 
源
4
• 

5-§} 

調査年月： 2000年 4月、調査者：深川、有機農業運動本部キムビョンス政策室長同行。
注 1)農業従事日数：農民による回答のほとんどは、「365日」や「毎日」といったものである。これらはそのまま「365」と記載している。
2) 日雇い賃金：男 5万w、女2万 5千w。
3)賃貸借契約の共通事項：契約は 1年更新、口頭契約、地代は現金で通常1200w／坪、施設栽培なら1800w／坪、前後である。



表10-2 農家個票一覧 京畿道南楊州市鳥安面 松村里 (Songchon-ni)2000年 4月、（農家番号6~11番の農家）

農家 同居 年齢 労働 経営農地 有機農 備考（農地の売買など）

番号 家族 農業従 兼業従 日雇 計 自作地 賃借地 賃借地 法採用

事日数 事日数 年間延 所有主 地主と 地主の 地主の 地主の 借地 地代支 地代の の有無

人数 別 の関係 居住地 職業 賃貸理由 経過 払方法 分量

単位 歳 日 日 人 坪 坪 坪 坪 年

6 本人 62 365 〇女40 2 400 0 2 400 700畑 河川部地 今年 96年まで坪200w 無 高齢のため有機農業不可能。注）

妻 62 365 

゜
1 700畑 他人 村内 農業 兼業 現金 1 400w 

（公務員） ／坪

7 本人 50 100 200（建設労働） 2 500 0 2 500 1 000畑 i他、人 議政府 高校理 杓機目的 20 na na 無ヽヽヽ 議政府在住の高校理事長は住

妻 47 365 

゜
1 500田他人 市在住。 事長 民票を村に置いている＾

息子 20 

゜゜
住民票

息子 13 

゜゜
は村内。

8 本人 42 365 0女600 2 500 1 000 1.500 1 500畑 河川部地 96年まで坪200w 有

妻 38 365 

゜
93年に建設交通部

父 69 365 

゜
より、浸水補償。

母 69 365 

゜
365w／坪

息子 8 

゜゜娘 11 

゜゜， 本人 46 200 〇男400 3 000 0 3 000 3 000畑 他人 I村内 農家 労働力 121現金 1 500w 有

妻 45 200 0女800 不足 ／坪

息子 21 60 学生

息子 18 60 学生

10 本人 39 365 男80 8 400 6 255 2 145 1 600畑 河川部地 10 96年まで坪200w 有

妻 35 365 （果樹原 545田 河川部地

父 65 365 1200坪）

娘 28 30 200 

娘 25 30 200 

11 本人 44 365 〇女300 3.000 2 700 300 300畑 河川部地 22 96年まで坪200w 有

弟 42 365 

゜誨力夫 34 365 

゜弟 40 365 

゜父 70 365 

゜

仕
逹
F
h
益
代
滋
漆
津
湘

sf＃宝

|

2

5

5

ー
＇

調査年月： 2000年 4月、調査者：深川、有機農業運動本部キムビョンス政策室長同行。
注）有機農法採用の基準：年齢（高齢だと不可）、不在地主の如何、借地期間。高齢・不在地主・借地期間短期の場合は難しい。



表10-3 農家個票一覧 京畿道南楊州市鳥安面 松村里 (Songchon-ni)2000年 4月、（農家番号12~17番の農家）|256 -

農家 同居 年齢 労働 絆蛍農地 有機農 備考（農地の売買など）

番号 家族 農業従 兼業従 日雇 計 自作地 賃借地 賃借地 法採用

事日数 事日数 年間延 所有主 地主と 地主の 地主の 地主の 借地 地代支 地代の の有無

人数 別 の関係 居住地 職業 賃貸理由 経過 払方法 分量

単位 歳 日 日 人 坪 坪 坪 坪 年

12 本人 34 365 〇女30 2 200 0 2.200 1 000畑 河川部地 22 96年まで坪200w 無‘‘‘ 
母 64 365 

゜
1 000畑 宗士 ソウル 宗親会 15 

200畑 1他人 村内 1現金 1 OOOw 

／坪

13 本人 44 365 〇男20 4.000 2 800 1 200 700畑 河川部地 22 96年まで坪200w 有

妻 37 365 〇女10 500田 河川部地

父 65 365 

゜母 64 365 

゜息子 14 

゜゜娘 13 

゜゜14 本人 42 365 0男50 6.200 5 400 800 300畑 河川部地 96年まで坪200w 有

妻 41 365 0女200 500田 河川部地

息子 7 

゜゜息子 5 

゜゜娘 3 

゜゜
15 本人 39 365 〇男10 5.500 1 500 4 000 600畑 河川部地 22 96年まで坪200w 無

妻 36 30 300 女80 1.200畑 他人 九里市 歓食店 均燐目的 2 na na 

母 68 300 

゜
2,200畑 他人 ソウル 豊安グループ 5 na na 

息子 ， 
゜゜

（企業体）

息子 7 

゜゜
16 本人 62 na na 男50 16 100 10 200 5 900 4 600畑 河川部地 22 96年まで坪200w 無‘‘ 売却：河川部地の畑600坪、今年

妻 63 na na 女250 130田 他人 ソウル 栂燐目的 4(IMF前） na 坪2万5千w（耕＇L ←-...n¥相手は
330田 他人 ソウル 杓機目的 4(IMF前） na 村内の農民。売却理由は息子

840田 他人 ソウル 杓燐目的 4(IMF前） na の事業資金（中古車販売業）却尋

るため。

17 本人 54 365 0女50 1 200 500 700 700畑 他人 ソウル ト会社員 村民の が現金 1 OOOw 有 購入：200坪（宅地用） 94年

妻 46 365 

゜
村民の ソウル移住 ／坪 坪8万。売却したのはソウル在住

娘 24 50 200 親戚 の非農家

息子 20 50 

゜

際

益

柿

車

冷

渫

6
7

囃

渫
4
• 
5~ 

調査年月： 2000年 4月、調査者：深川、有機農業運動本部キムビョンス政策室長同行。



表10-4 農家個票一覧 京畿道南楊州市鳥安面 松村里 (Songchon-ni)2000年4月、（農家番号18~24番の農家）

農家 同居 年齢 労働 経営農地 有機農 備考（農地の売買など）

番号 家族 農業従 兼業従 日雇 計 自作地 賃借地 賃借地 法採用

事日数 事日数 年間延 所有主 地主と 地主の 地主の 地主の 借地 地代支 地代の の有無

人数 別 の関係 居住地 職澁 賃貸理由 経過 払方法 分量

単位 歳 日 日 人 坪 坪 坪 坪 年

18 本人 59 365 0女900 5 200 4 000 1 200 1 200田他人 村内 農業 高齢化 11現物 4割 有 購入：田340坪今年坪10万w。

妻 55 365 

゜
相手はソウルに移住した元村民。

息子 36 50 200 売却理由は、結婚した息子が家

息子 34 50 200 を借りる際の委託金（チョンセ金）

の必要から6

19 本人 58 365 0 - 7 270 4 810 2 460 2 060畑 河川部地 96年まで坪200w 有

妻 56 365 

゜
400畑 他人 村内 不動産 投機目的 5現金 1 500w 地主は経済危機前に投機目的

母 80 

゜゜
業 ／坪 で購入。

20 本人 54 365 

゜
0 2 400 0 2 400 800畑 他人 村内 農業 労働力不足 3 無

妻 54 365 

゜゜
1 600田1他人 隣村 牛の仲 杓機目的 3 

母 88 na na 買業

娘 26 200会社員

21 本人 72 365 

゜
0 2 100 0 2 100 1 500畑 河川部地 22 96年まで坪200w 無

妻 64 365 na 600畑 I教育庁（元の国民学校の百有地） この国民学校は現在廃校。

22 本人 50 0 300運送業 3 700 0 3 700 2 400畑 河川部地 購入：畑2400坪（河川部地の耕

妻 48 365 

゜゜
1 200畑 他人 ソウル 事業 杓機目的 1 na na 無 作梅） 90年、隣村の人から。

母 70 300 

゜
実際の管理は村内の不動産

娘 17 

゜゜
業者に委託されている不動産

業者は頻繁に借地人を代える。

この業者委託は10年前から。

23 本人 60 365 0 - 5 350 0 5 350 2 600畑 河川部地 96年まで坪200w 無 購入：畑2600坪（河川部地の耕

妻 54 365 

゜
1 000畑 他人 ソウル 杓燐目的 1 1 300w／坪 1作権）、 97年

350畑 1他人 村内 農業 高齢化 1 1 300w／坪

1 400田他人 村内 牛の仲 労働力 4現物
買業 不足

24 本人 66 365 〇女300 2 200 400 1 800 300畑 河川部地 有

妻 62 365 

゜
1 500畑 他人 村内 農業 高齢化70歳 5 1 700w 

子息は公務員 ／坪

廿
滓
幸
卦
代
滋
蒸
津
瀬

S
]＃宝

ー

2
5
7
ー

調査年月： 2000年4月、調査者：深川、有機農業運動本部キムビョンス政策室長同行。



表10-5 農家個票一覧 京畿道南楊州市鳥安面 松村里 (Songchon-ni)2000年 4月、（農家番号25~30番の農家）|258ー

農家 同居 年齢 労働 経営農地 有機農 備考（農地の売買など）

番号 家族 農業従 兼業従 日雇 計 自作地 賃借地 曾偕地 法採用

事日数 事日数 年間延 所有主 地主と 地主の 地主の 地主の 借地 地代支 地代の の有無

人数 別 の関係 居住地 揺挙 賃貸理由 経過 払方法 分量

単位 歳 日 日 人 坪 坪 坪 坪 年

25 本人 61 365 0 - 8 100 0 8 100 6 600畑 河川部地 96年まで坪200w 無 ソウル在住の親戚は住民票を、村

妻 60 365 

゜
1 500畑I親戚 I住民票 事業 不動産 20地代無し に置いており、その家に当該農家

息子 30 300会社員 は村内Q 所有 が居住している。

ソウル （地主の家に借地人が居住）

居住。

26 本人 45 200 100畜産 2 600 1 600 1 000 1 000田 20 na na 有 購入：田650坪、 98年坪8万w。

妻 41 200 〇男10 na na 購入した農地は、前財務部長官

息子 14 

゜゜
の所有地（不正蓄財への批判）。

注）

27 本人 56 365 0 - 2 600 0 2,600 200畑 河川部地 22 96年まで坪200w 無

妻 50 365 

゜
2400畑 1他人 ソウル 20 無地代

28 本人 48 365 ol女600 4 500 3 700 800 800畑 河川部地 22 96年まで坪200w I購入：畑600坪 90年坪5万w。

妻 41 365 

゜
有 I相手の売却理由は労働力不足。

17 - 村内の他の農民が借地耕作中。

10 - 売却：1700坪、 80年買手は医師

I負債のため農地売却c

29 本人 51 300 ol女100 6,000 3 800 2 200 1 200畑1他人 ソウル 事業 41現物 米2カマ 無

母 74 300 

゜
1 000田河川部地 精米80

キロX2

30 本人 44 300 01女150 11 000 10 400 600 600田 I親戚 ソウル 不動産巽 8I現物 米2カマ 有 同家は村内の元小地主

妻 42 300 

゜
精米80 濃地の売却3件：

父 87 

゜゜
キロX2 5 000坪、 72年韓国電力へ

母 84 

゜゜
3 000坪 75年ソウルの事業主

息子 14 50 〇子供が病弱なために有機農業を7年前に始めたQ 1 500坪、 80年、ソウルの事業主

娘 17 50 

゜
いずれも現在は村民が借地耕作

際

菜

柿

車

冷

渫

6
7

~
 
渫
4
·
5
~

調査年月： 2000年 4月、調査者：深川、有機農業運動本部キムビョンス政策室長同行。
注）同地域において、豊安グループは山林含めて800万坪を所有した。このうち一部が前財務部長官にわたり、不正蓄財の批判を受けた前長官は最近、土地の売却を進めている。
豊安グループはもともと、銃器（兵器）産業体であるが、現在は経営が悪化して政府管理下に置かれている。



土地所有と環境農業の対抗

重な労働に耐えられない農家には有機農法採用

が難しい。 6番の有機農法不採用の理由として

は、借地よりもそちらの要因の方が大きい。続

く7番の農家は、労働力要因と借地要因が相半

ばしている。家族労働力の主体となるべき家主

が年間200日建設労働に兼業従事しており、有機

農法のために労働力を追加投入する余裕が無

い。また借地250坪は、明らかに投機目的で購入

したと思われる地主が所有しており、長期的な

賃貸借関係締結が困難のようである。地主は、

ソウル北方の議政府市に住む某高校理事長であ

り、余裕の資金で投機目的に農地を購入してい

る。しかも、実際は遠方の議政府に住みなが

ら、住民票は当村落内において、不在地主では

ないかのように偽装している。その地主の家に

は、借地農を住まわせて、自分が住んでいるか

のごとくにしている。こういう手法で不在地主

が、在村地主や農業従事者と偽装する事例は少

なくないようである。 12番の農家は、借地要因

よりも労働力要因が大きい。賃貸借関係が比較

的安定しているにも関わらず、未採用だからで

ある。借地2,200坪のうち、 200坪の地主が村内

の他人で、開始 1年のいまだ不安定な賃貸借関

係にある。しかし、他の 2筆地は比較的安定し

ている。河川部地の1,000坪が坪当り200ウォン

という低い地代で賃貸借開始後、既に22年を経

過し、残りの1,000坪は、宗親会という一族の祭

司用に地代を供する土地であり、「宗土」と呼ば

れている。この「宗土」は韓国の各村々に大抵

何力所か見られ、宗親会を支える経済的基盤と

なっている。このように比較的安定した借地関

係の下にありながら、有機農法採用に踏み切れ

ないのは、 34歳と64歳の2人の女性労働力のみ

という事情のためと推測される。 20番の農家

は、労働力よりも借地要因が大きい。 2,400坪の

借地のうち、 1,600坪は隣村の牛の仲介業者が所

有するが、その地主は投機目的で農地を購入し

ている。賃貸開始後、未だ3年にすぎず、状況

次第では転売する可能性があることから、長期

賃貸借は困難と言える。 800坪の筆地は、労働力

不足により村内に住む地主が賃貸を開始したも

のであるが、こちらも 3年しか経過しておら

ず、親族関係にもないことから、安定した賃貸

借関係とは言えない。こうして1,600坪と800坪

の筆地のいずれも長期賃貸借を前提に有機農法

を導入できるという状況には無い。 21番は労働

力要因である。賃借地2,100坪の内、 1,500坪が

河川部地で比較的安定した賃貸借関係下にある

が、家族労働力は、 72歳の家主と64歳の妻とい

う典型的な高齢一世代世帯であることから、追

加労働投入を伴う有機農法の導入は困難とみら

れる。 22番は、労働力要因と、借地要因の双方

から有機農法が困難な状況にある。家主は運送

業に年間300日従事しており、その妻及び高齢の

母が農業経営の担い手となっている。こういう

状況では、畑3,400坪の有機農法に労働力を追加

投入するのは難しいであろう。 3,400坪の畑はす

べて借地であり、内2,400坪は河川部地である

が、残り1,200坪はソウル在住の人が所有してい

る。職業は「事業」であるが、韓国では、独立

して仕事をする人は、ほとんどの人が自分の職

業を「事業」と回答する。「事業」という回答に

は、中小企業経営主だけではなく、あらゆる業

種の零細事業者も含まれている。この「事業」

家は、投機目的で10年前に農地を購入し、それ

を直接管理することなく、村内居住の不動産業

者に委託管理させている。同村内には、こうい

う不動産業者が2軒存在し、 2軒の業者とも

に、元もと村内の人であるという。この業者か

ら情報をえられれば詳細な実態が明らかになる

-259 -



経済学研究

ところであり、筆者は何度かインタビューを試

みたが拒絶された。借地農によれば、不動産業

者は、ソウル在住の不在地主に代わり、農地の

貸付や引き揚げを行っている。また、頻繁に借

り手を変えており、とても賃貸借の契約継続を

保証されるような状況ではないという。実際に

当該農家の場合にも、借地開始後 1年しか経過

しておらず、今後どうなるか分らないという状

態では、有機農法導入は困難であろう。以上の

ように22番の農家の有機農法導入には、労働力

投入と、賃貸借不安定という 2つの壁がある。

23番の農家は比較的規模の大きい借地農家であ

り、 60歳と54歳の夫婦2人で農地を経営してい

る。経営農地全体のうち、最も大きい筆地2,600

坪は河川部所有地である。この河川部地の耕作

権を、地代徴収の停止された97年に購入してい

る。地代徴収＝農地回収の可能性という問題

も、同時に抱え込んでいるという点では、他の

河川部地経営の農民と同じ条件下にある。他の

3つの筆地をみると、最も小さな300坪の畑は村

内の農民が高齢化のために賃貸に出したもので

ある。地主は同じ村内に居住しているが、賃貸

後未だ 1年しか経過していない。 1,400坪の田の

地主も村内居住であるが、こちらは牛の仲介業

を営む地主が、労働力不足を理由に賃貸してい

る。この場合、「労働力不足」という理由は、投

機目的と解釈した方が良いかもしれない。借り

手の側からの回答であって、貸し手に直接確認

したのではないから、その辺りの理由には不明

瞭な点もある。借り手の回答が地主に配慮した

ものとなる可能性も否定できない。ついで、

1,000坪の畑はソウル在住の不在地主が投機目的

で購入した農地を賃貸しており、賃貸開始後 l

年しか経過していない。このような条件からみ

て、特に1,000坪の畑において有機農法の採用は

第 67巻第4・ 5号

難しいと見られる。 27番も土地所有要因と思わ

れる。その根拠は地代がゼロであることだ。賃

借地2,600坪の内、 2,400坪がソウル在住の不在

地主の所有であるが、地代がとられていない。

これは地主が寛容だからではなくて、地主の土

地所有が、投機目的で、地代は眼中にないこと

を示している。この地主は20年間同じ借地人に

賃貸しているが、借地人は地主を「他人」と認

識しており、容易に有機農法を導入できる状況

ではないと思われる。農業労働力は夫婦2人で

あるが、まだ高齢という年齢ではなく、労働力

よりも土地所有要因が大きいと考えられる。

3-2-2 有機農法未採用の自借地農家（自小

作農家）

次に、自作地を一定程度持ちながら、借地も

相当あるという、自借地農家の、未採用事情に

ついて、みてみよう。農家番号では、 5番、 15

番、 16番、 29番の 4軒がそれに該当する。 5番

は、働き盛りの夫婦労働力に高齢者の補助労働

カで、 5,300坪の農地を経営している。自作地を

4,300坪持ち、借地は畑1,000坪の河川部地のみ

である。こういう一見恵まれた条件にありなが

ら、有機農法未採用の理由は明確ではない。一

点だけ、その手がかりを見出すとすれば、 92年

の時点で、負債を理由に農地を600坪売却してい

ることであり、負債という目には見えない経済

的な理由が、有機農法という短期的には採算の

とれない農法の導入を妨げていることが考えら

れる。 15番は、三世代家族であるが、妻が年間

300日兼業に出ており、家主と高齢者各1名が主

な労働力である。経営農地5,500坪の内4,000坪

が賃借地であり、うち、 1,200坪は、近郊の九里

市在住の不在地主であるが、投機目的に購入し

た農地を賃貸している。また2,200坪の筆地は、
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ソウルの都市資本の豊安グループが所有してい

る。いずれも賃貸開始後の期間は比較的短く、

農地引き揚げの可能性があることから、有機農

法導入は難しいとのことであった。 16番は、村

内で最も経営農地規模の大きな農家である。

16,100坪、 5haを超える農地を夫婦2人で経営

しているが、実際には、臨時雇いに依存すると

ころが大きい。年間延べ人数で、男50人、女300

人を雇っている。ちなみに、日雇い賃金は男 5

万ウォン、女2万5千ウォンで、村内は統一さ

れているようである。女性の臨時雇いが、野菜

出荷時の梱包などおもに室内作業中心であるの

に対し、男性労働力は外での重労働が多く、賃

金には 2倍の格差がつけられている。その男性

労働力を年間50人採用していることは、当該経

営の臨時雇い労働力への依存度が比較的高いこ

とを示している。ただ、経営者の夫婦2人は既

に60歳を超えており、今後、臨時雇いへ依存し

つつ経営規模を縮小するようであり、そういう

方向性の中で、有機農法未採用という事情が出

てきている。借地関係をみると、 5,900坪の借地

の内、 4,600坪が河川部地であるが、このうち畑

600坪分の耕作権を今年、坪2万5千ウォンで売

却している。売却理由は、非同居の子息の事業

資金（中古車販売業）ということであるが、

徐々に農地経営から退いて、子息への生活の依

存度を高めていくようである。後述するよう

に、河川部地については、政府による耕作権引

き揚げの可能性が出てきており、賃貸借関係に

不安定要因が残る。そういう状況の中では、耕

作権を事前に転売して、資金を他へ投じるとい

う選択がとられたようである。高齢で農業から

の引退を意識しつつ、経営縮小路線に入ってし

まえば、 5年間という土壌改善計画をたてるの

は難しいであろう。この経営について、河川部

地以外の比較的狭小の 3つの筆地は、ソウル在

住の不在地主が所有している。 IMF経済危機以前

の4年前に、その地主が投機目的で購入したも

のを、当該農家に賃貸しており、経済状況好転

と、地価上昇の見込みがあれば、すぐにも、土

地引き揚げや転売の可能性が出てくる事から、

もとより土壌改善計画は困難である。 29番は労

働力と借地双方の理由のようである。労働力は

女性労働力のみであり、臨時雇いの女性を延べ

100人導入している。 74歳という高齢の母親を抱

えており、今後5年間、有機農法に追加労働力

を投入するのは難しいと思われる。借地2,200坪

の内訳は、 1,000坪が河川部地で、 1,200坪がソ

ウル在住の事業主所有であり、この借地でも有

機農法導入は難しいであろう。

以上、 5番、 15番、 16番、 29番のように、自

作地を一定程度持ちながら、借地も相当あると

いう、自借地農家についても、有機農法未採用

の理由としては、労働力要因か、借地要因のあ

ることが確認された。

3-2-3 有機農法と地主の性格

労働力不足や借地が有機農業未採用の理由で

あるが、ここで、労働力要因は部分的には追加

労働投入という経営手法によって解決可能であ

り、それを可能にするには農業経営の長期的展

望や賃貸借の安定性などが必要となる。すなわ

ち、兼業や、高齢化、及び、その他の家族の事

情による労働力不足という問題は、農業経営に

ついて一定の将来展望があれば、臨時雇いの追

加投入という手法により解決可能な場合もあり

うる。重労働は男性の臨時雇い、軽労働は女性

の臨時雇いを、年間延べ数百人と雇えば、残さ

れた軽労働及び就農計画だけで、労働力に不足

する農家でも農地の経営が可能である。そうい
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う条件下において有機農業未採用の農家の事情

を見ていくと、長期的に営農を継続するという

見込みのある農家に採用は限定されてくるよう

である。家主が兼業に出ている農家は女性労働

中心である。またもともと女性労働だけからな

る農家もある。女性労働や高齢労働中心であれ

ば、追加の臨時労働力投入を要する有機農法の

採用には慎重にならざるをえないであろう。そ

うなると、労働力不足も要因ではあるが、主要

な問題は賃貸借乃至は土地所有になるのではな

いかと思われる。不在地主の土地所有が拡大し

て、賃貸借関係が不安定であるために、労働力

が補充できても、有機農法採用は難しい、とい

うことになろう。そうなると、有機農法導入如

何は究極的には土地所有の状況に左右されると

いうことになる。

その両者の関係に焦点を絞って、集落農家の

状況を、わかりやすくまとめたものが、表11で

ある。表11は、農家戸数ではなく、賃貸借件数

の数値を示している。例えば、同一の農家につ

いて、ある筆地は不在地主から、別の筆地は河

川部地から賃借している場合は、それぞれをカ

ウントして、賃貸借件数2件となる。同集落の

第 67巻第4・ 5号

農家30軒で、借地件数は合計55件であった。こ

の55件の内、有機農法採用農家17軒で22件の借

地を、未採用農家13軒で33件の借地を抱えてい

る。先ず未採用農家の借地における地主の性格

を、地主の所在地別に見ていくと、借地件数33

件の内、村内地主が6件で、不在地主が15件で

あった。村内地主のなかには、先の調査で見た

ように、実際には村外に住みながら住民票を村

内に置き、村内居住のごとく偽装している農家

も含まれると考えられ、そうしてみると、未採

用農家には、不在地主所有との一定の相関関係

が認められる。また、地主との親戚関係の有無

では「親戚」よりも「他人」という回答が多

い。村内地主が6人全員「他人」と回答し、不

在地主は15名中14名が「他人」である。このよ

うに見てくると、有機農法未採用農家は不在の

他人地主との賃貸借関係が多いようである。こ

のことを確認するために、有機農法採用農家の

地主についてみていく。既採用農家に未採用農

家とは反対の現象があれば、未採用農家の性格

づけが、より強固なものになるだろう。既採用

農家17軒の借地22件についてみると、地主の所

在地別では、 6件が村内、 4件が村外である。

表11 地主の性格と有機農法採用如何の関係

単伯：~ .. -・・ 戸数

地主の性格 農家戸数
村内地主 村外地主（不在地主） 河川部地 借地件数

親戚 他人 計 親戚 他人 計 計

単位 件 件 件 件 件 件 件 件 戸

採用済農う’ 1 5 6 2 2 4 12 22 17 

うち自借地；し家 1 4 5 2 2 4 12 2 1 16 

うち純借地J晨家

゜
1 1 

゜ ゜ ゜ ゜
1 1 

未柑 用農家

゜
6 6 1 14 15 12 33 13 

うちli借地農家

゜ ゜ ゜ ゜
6 6 4 10 4 

うち系i闘借地農家

゜
6 6 1 8 ， 8 23 ， 

計 1 11 12 3 16 19 24 55 30 

資料：表10-1～表10-5の5つの表より作成。
注）村内•他人という地主は、村外に居住しつつ住民票を村内においている場合がある。
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また、地主の親戚•他人の別は、親戚 3 名•他

人2名であり、未採用農家に比べて、相対的に

親戚の割合が大きい。すなわち、既採用農家は

未採用農家とは反対に、在村地主・親戚地主と

いう、特徴が見られるようである。事例農家が

少ないために明確ではないが、調査農家からは

そういう結果が出てくる。そして、このこと

は、未採用農家と既採用農家の、地主の性格の

違いを明確にするとともに、未採用農家の地主

の特徴を浮き彫りにするものと言える。そし

て、以上から見る限りでは、土地所有問題に焦

点を当ててみた場合の、未採用農家における地

主の性格は、不在地主で、親戚関係のない他人

地主であるということが確認された。

ところで、この借地件数のなかでは、河川部地

の件数がかなり多い。既採用農家17軒で12件、未

採用農家13軒で12件である。また、採用農家で借

地件数の約半分、未採用農家で3分の 1に相当す

る件数が、河川部地となっており、河川部の農地

所有は農業経営に大きな影響力を有している。こ

の河川部地に関する調査農家の回答によれば、地

代が通常の 1割強に過ぎず、耕作権も闇で売買さ

れていた。しかし、 97年からこの地代徴収が停止

されたために、借地の継続がかなり危ぶまれてい

る。河川部地の動向が、有機農法の将来を左右す

る可能性があり、入念に検討すべきところである

が、本稿ではその概要を示すにとどめて本格的な

分析は別稿を期したい。

元々、八堂浄水源地域の土地所有は、都市資

本以外にも政府所有地（河川部地）の賃貸借に

関して問題を抱えていた。この地域では、建設

交通部が地主となる河川部地（河川敷の農地）

が相当の面積を占めている。河川部地は70年代

にダム湖へ土地が沈むために強制収用された農

地であり、当時は韓国電力公社の所有地であっ

たため、韓電（ハンジョン）の土地（タン）、す

なわち（ハンジョンタン）と呼ばれていた。そ

の後、ハンジョンタンは、建設部の管理に移さ

れて、その建設部が交通部と合併し、建設交通

部に組織改編されたために、一時は、建交部

（コンキョウブ）の土地（タン）とも呼ばれて

いた。現在は、建交部（コンキョウブ）内の河

川部（ハチョンブ）による管理のため河川部地

（ハチョンブチ）と呼ばれることが多いようで

ある。同じ土地が管理部局の変更に伴い、ハン

ジョンタン、コンキョウブのタン、ハチョンブ

チと名前を変えてきたことになる。調査の過程

でも、農民の回答する土地の名前は様々であ

り、ある農民はハンジョンタンと答えるのに、

他の農民は、コンキョウブタンと答える。そこ

で、こちらが後でそれらを整理して、調査一覧

に、ハチョンブチ（河川部地）という現在の統

ーした用語で掲載した。要は、これらの様々な

名称を持つ土地が、実は政府所有という同一の

性格を有し、都市資本とともに、地域農業の運

命を左右しかねないことである。

このハチョンブチ（河川部地）は湖を望む平

坦地帯に広がっている。八堂ダムの高さは29

m、八堂湖の標準水位は25mであるが、 25~28

m間における高度差3mの冠水可能性のある河

川敷（もともと農地であったところ）を、政府

が農民に賃貸しており、この部分が「河川部

地」である。この河川部地は、八堂ダム湖の周

辺全域に広がっており、近隣農村の農地の中では

相当の割合を占めている。地代は坪当り200ウォ

ンであり、一般の農地の1,200ウォン～1,500ウォ

ンに比べればかなり低い水準にある。地代とは別

に河川部地には耕作権が設定されており、農民間

で耕作権の売買がなされている。これを政府は黙

認しているようである。この河川部地は梅雨時に

-263 -



経済学研究

冠水被害の可能性があり、農民はそのリスクを抱

えている。実際に3年に一度程度、部分的に冠水

しており、 93年の豪雨災害に際しては、政府が坪

当り約300ウォンの冠水被害補償を行っている。

ここで問題は、 97年から政府が突然に、何の通告

もなく、地代徴収を中止したことである。地代の

徴収停止は、無地代による賃貸継続という寛容さ

の表れではなくて、賃貸借関係を解消する準備過

程と、農民には解釈されている。この件につい

て、政府はなんらの具体的な説明も行ってはいな

いが、農民たちは、管理部局の建設交通部が、数

年後に賃貸関係を解消して、土地を収用し、環境

保全を理由に河川部地への植林を計画していると

推測している。そうなると農民は相当の経営農地

を失うことになるが、明解な政府回答が無いため

に反対運動も難しく、農民の間には不安がひろ

がっている。

おわりに

通常の環境対策においては、開発と環境はト

レードオフの関係にあり、両立させることはな

かなか難しい。これを環境対策の技法で乗りき

ることにも限界がある。ここでは開発側につい

て土地所有という構造問題を取りあげて、有機

農法による環境対策の限界について考察した。

八堂浄水源保護区域は都市近郊にあって、開発

の可能性の高いことから、都市資本が入り込ん

で投機的な土地売買を繰り返しており、平坦農

地の多くが都市資本の所有に帰している。そう

いう土地所有状況の下で、八堂有機農業推進本

部を中心に有機農業普及の運動が進められてき

た。この運動は、農薬及び化学肥料の使用を抑

えて、周辺への環境負荷の小さい農法を導入・

普及させるものである。当初、この試みは少数

第 67巻第4・ 5号

の農民の自主的な民間運動として始まったが、

近年、その成果が示されるに連れて社会的な注

目を集めるようになった。八堂ダム湖の水質保

全対策を必要とした政府もこの運動の支援に乗

り出し、民間の環境農業運動を政府が吸収する

形で事業化を進めた。その結果、近年の八堂地

域は、韓国有数の有機農業モデル団地にまで発

展した。

しかしながら、八堂地域における有機農業の

一層の発展には、土地所有問題の解決が課題と

なっている。有機農業は長期・安定的な土地利

用経営を必要とするが、土地所有側はそういう

条件を提供するには至っていない。土地所有側

は随時的な土地処分権を保持することを重視し

ており、農業側の長期・安定的な土地利用とは

利害が対立している。この結果、借地を多く抱

える地域を中心に、有機農法による土壌改良に

踏み込めない農家が多数現れてきている。実態

調査の結果をみると、不在地主の土地所有と有

機農法導入との間には、一定の相関関係が現れ

ている。借地経営で、その借地が不在地主から

のものであるという農家ほど、有機農法の導入

には消極的である。有機農法不採用の理由は借

地要因ばかりではなく、労働力不足や高齢化を

理由にあげる農家も少なくない。通常農法に比

べて有機農業は労力を要し片手間にはできな

ぃ。しかし、一定の労働力保有を前提に、各農

家の有機農業導入如何の条件を検討していく

と、土地問題がやはり浮上してくる。特に有機

農法導入のある程度進んだこの地域では、より

一層の普及には土地所有問題がネックとなって

いる。これらの結果から、一般に、有機農業の

発展には土地所有の安定が不可欠ということが

言える。これに加えて最近では、八堂湖河岸の

広大な政府所有農地についても、収用の可能性

-264 -



土地所有と環境農業の対抗

が出てきており、長期的な農地利用計画の策定

が困難となっている。私的土地所有と公的土地

所有の双方から挟撃される形で、安定的土地利

用という有機農法導入の条件が脅かされてお

り、普及活動は困難に直面している。

有機農法全般が土地所有に左右されるわけで

はないが、有機農業の今後の発展は、土地所有

構造の改革に依存するところが小さくない。と

くに韓国の有機農業を理解するためには土地所

有問題を避けて通ることはできない。日本と比

較して、韓国の有機農業を理解する際には、日

本とは異なる土地所有構造に留意する必要があ

る。典型事例の調査地域では有機農業発展に土

地所有が大きく関わってきている。政府と都市

資本の土地所有について、長期賃貸借契約の締

結という経営安定の条件を確保できれば、同地

域の有機農業は一層の普及拡大が見込まれる。

同地域は韓国における有機農業のモデル団地で

あるために、同地域の動向が韓国全体の有機農

業の進路に影響を与えるであろう。

付記

本研究の構想については、 2000年5月の日本経

済政策学会第57回大会において、「緯国の土地所

有と『親環境農業』政策」と題して報告した。

その際に、沖縄国際大学の呉錫畢教授より批判

を受けた。その批判は、土地所有問題が解決さ

れれば、有機農業は発展するのか、という趣旨

のものであった。他の要因を軽視して土地所有

にこだわりすぎるという指摘であったと理解し

ている。その時には充分な議論を交わす時間が

なかったが、調査個票を整理・分析し終えた現

在、あらためて集落農家の状況を見てみると、

氏の指摘の意味がある程度理解されうる。すな

わち、有機農導入に踏み切れない農家は、賃貸

借関係の不安定というケース以外にも、労働力

不足や高齢化という場合が多く見られる。自作

農家でも兼業であれば追加労働投入を要する有

機農業採用を躊躇するようである。しかしなが

ら、追加労働投入が、臨時雇いを増やすことに

よって経済的に解決されうる事柄であるのに対

して、不在地主の土地所有は、社会関係として

構造的に組み込まれており、容易には解決でき

る事ではなくなっている。こういうところに韓

国における有機農法導入問題の難しさが認めら

れる。

尚、本研究は、財団法人河川環境管理財団、

2000年度研究助成事業、『韓国八堂ダム周辺の浄

水源保護区域に関する調査研究』による成果の

一部である。

〔九州大学大学院経済学研究院 助教授〕
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